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地方税法の施行に関する取扱いについて（市町村税関係）の一部改正新旧対照表

改 正 後 改 正 前

（目次） （目次）

第１章～第３章 略 第１章～第３章 略

第４章 軽自動車税 第４章 軽自動車税

第１節～第３節 略 第１節～第３節 略

第４節 軽自動車税の特例

第５章～第１０章 略 第５章～第１０章 略

第１章 一般的事項 第１章 一般的事項

第１３節 雑則 第１３節 雑則

５４ 災害等による期限の延長 ５４ 災害等による期限の延長

災害その他やむを得ない理由により、期限内に書類の提出又は納付若しくは納入 災害その他やむを得ない理由により、期限内に書類の提出又は納付若しくは納入

をすることができないと認められるときには、法第２０条の５の２第２項の規定の をすることができないと認められるときには

適用がある場合を除き、条例で定めるところによって、地方団体の長は、これらの 、条例で定めるところによって、地方団体の長は、これらの

期限を延長することができるものであること。この場合において、条例には、地方 期限を延長することができるものであること。この場合において、条例には、地方

団体の長が職権によって又は申請に基づいてこれらの期限を延長することができる 団体の長が職権によって又は申請に基づいてこれらの期限を延長することができる

旨を規定することが適当であること。 旨を規定することが適当であること。

なお、不服申立てに関する書類の提出期限については行政不服審査法に規定され なお、不服申立てに関する書類の提出期限については行政不服審査法に規定され

ているので法第２０条の５の２第１項の規定の適用はないものであること。（法２ ているので法第２０条の５の２ の規定の適用はないものであること。（法２

０の５の２①） ０の５の２ ）

第２章 市町村民税 第２章 市町村民税

第２節 課税標準及び税率 第２節 課税標準及び税率

第４ 税率及び税額の計算 第４ 税率及び税額の計算

２４ 市町村は、所得割の納税義務者が、前年中に次に掲げる寄附金（(３)から(７) ２４ 市町村は、所得割の納税義務者が、前年中に次に掲げる寄附金（(３)から(７)
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までに掲げるものに関しては、それぞれ当該市町村の条例に定めるものに限る。） までに掲げるものに関しては、それぞれ当該市町村の条例に定めるものに限る。）

を支出し、当該寄附金の額の合計額（当該合計額が前年の総所得金額、退職所得金 を支出し、当該寄附金の額の合計額（当該合計額が前年の総所得金額、退職所得金

額及び山林所得金額の合計額の１００分の３０に相当する金額を超える場合には、 額及び山林所得金額の合計額の１００分の３０に相当する金額を超える場合には、

当該１００分の３０に相当する金額）が２千円を超える場合には、その超える金額 当該１００分の３０に相当する金額）が２千円を超える場合には、その超える金額

の１００分の６（当該納税義務者が地方自治法第２５２条の１９第１項の市（以下 の１００分の６（当該納税義務者が地方自治法第２５２条の１９第１項の市（以下

この章において「指定都市」という。）の区域内に住所を有する場合には、１００ この章において「指定都市」という。）の区域内に住所を有する場合には、１００

分の８）に相当する金額（当該納税義務者が前年中に法第３１４条の７第２項に規 分の８）に相当する金額

定する特例控除対象寄附金（以下「特例控除対象寄附金」という。）を支出し、当

該特例控除対象寄附金の額の合計額が２千円を超える場合には、当該１００分の６

（当該納税義務者が指定都市の区域内に住所を有する場合には、１００分の８）に

相当する金額に同条第１１項に規定する特例控除額を加算した金額）を当該納税義 を当該納税義

務者の法第３１４条の３及び第３１４条の６の規定を適用した場合の所得割の額か 務者の法第３１４条の３及び第３１４条の６の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除するものであること。この場合において、当該控除額が当該所得割の額を超 ら控除するものであること。この場合において、当該控除額が当該所得割の額を超

えるときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額とすること。（法３１ えるときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額とすること。（法３１

４の７①） ４の７①）

(１)～(７) 略 (１)～(７) 略

２４の２ 法第３１４条の７第１項第４号の規定に基づく寄附金（以下「控除対象寄 ２４の２ 法第３１４条の７第１項第４号の規定に基づく寄附金（以下「控除対象寄

附金」という。）については、次の諸点に留意すること。 附金」という。）については、次の諸点に留意すること。

(１) 控除対象寄附金を受け入れる法人（以下「控除対象特定非営利活動法人」と (１) 控除対象寄附金を受け入れる法人（以下「控除対象特定非営利活動法人」と

いう。）に対しては、寄附者名簿（各事業年度に当該法人が受け入れた寄附金の いう。）に対しては、寄附者名簿（各事業年度に当該法人が受け入れた寄附金の

支払者ごとに当該支払者の氏名又は名称及びその住所又は事務所の所在地並びに 支払者ごとに当該支払者の氏名又は名称及びその住所又は事務所の所在地並びに

その寄附金の額及び受け入れた年月日を記載した書類をいう。以下同じ。）の保 その寄附金の額及び受け入れた年月日を記載した書類をいう。以下同じ。）の保

存義務など一定の義務が課せられるため、法人からの申出があった場合において 存義務など一定の義務が課せられるため、法人からの申出があった場合において

適切と認められるときに条例において定めるものであること。（法３１４の７⑫ 適切と認められるときに条例において定めるものであること。（法３１４の７③

） ）

(２) 控除対象寄附金を支出する住民及び控除対象特定非営利活動法人並びに認定 (２) 控除対象寄附金を支出する住民及び控除対象特定非営利活動法人並びに認定
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特定非営利活動法人及び特例認定特定非営利活動法人（以下「認定特定非営利活 特定非営利活動法人及び特例認定特定非営利活動法人（以下「認定特定非営利活

動法人等」という。）の認定機関等が各地方団体による指定の状況を確認できる 動法人等」という。）の認定機関等が各地方団体による指定の状況を確認できる

必要があること、また控除対象特定非営利活動法人が認定特定非営利活動法人等 必要があること、また控除対象特定非営利活動法人が認定特定非営利活動法人等

となった場合、その影響は国税である所得税及び法人税、更には他の地方団体に となった場合、その影響は国税である所得税及び法人税、更には他の地方団体に

も及ぶため、より慎重な手続きが求められるとともに、住民の福祉の増進に寄与 も及ぶため、より慎重な手続きが求められるとともに、住民の福祉の増進に寄与

するものであることを当該地方団体の団体意思として明確にする必要があるため するものであることを当該地方団体の団体意思として明確にする必要があるため

、条例において控除対象特定非営利活動法人の名称及び主たる事務所の所在地を 、条例において控除対象特定非営利活動法人の名称及び主たる事務所の所在地を

明らかにしなければならないものであること。（法３１４の７⑫） 明らかにしなければならないものであること。（法３１４の７③）

(３) 控除対象特定非営利活動法人は、寄附者名簿を控除対象寄附金の受入れをし (３) 控除対象特定非営利活動法人は、寄附者名簿を控除対象寄附金の受入れをし

た事業年度ごとに作成し、当該事業年度終了の日の翌日以後３月を経過する日か た事業年度ごとに作成し、当該事業年度終了の日の翌日以後３月を経過する日か

ら５年間その主たる事務所の所在地に保存しなければならないものであること。 ら５年間その主たる事務所の所在地に保存しなければならないものであること。

なお、寄附者名簿の作成・保存義務は認定特定非営利活動法人等と同様のもの なお、寄附者名簿の作成・保存義務は認定特定非営利活動法人等と同様のもの

であるが、認定特定非営利活動法人等は認定の有効期間内の日を含む各事業年度 であるが、認定特定非営利活動法人等は認定の有効期間内の日を含む各事業年度

に作成することとされているが、控除対象特定非営利活動法人には認定期間がな に作成することとされているが、控除対象特定非営利活動法人には認定期間がな

いため寄附金の受入れをした事業年度ごとに作成するものであること。（法３１ いため寄附金の受入れをした事業年度ごとに作成するものであること。（法３１

４の７⑬、則１の１８） ４の７④、則１の１６）

(４) 市町村長は、控除対象寄附金による控除すべき金額の計算のために必要があ (４) 市町村長は、控除対象寄附金による控除すべき金額の計算のために必要があ

ると認められるときには、控除対象特定非営利活動法人に対し、控除対象寄附金 ると認められるときには、控除対象特定非営利活動法人に対し、控除対象寄附金

の受入れに関し報告又は寄附者名簿その他の資料の提出をさせることができるも の受入れに関し報告又は寄附者名簿その他の資料の提出をさせることができるも

のであること。（法３１４の７⑭） のであること。（法３１４の７⑤）

２４の３ 法第３１４条の７の規定に基づく寄附金税額控除の適用に当たっては、次 ２４の３ 法第３１４条の７の規定に基づく寄附金税額控除の適用に当たっては、次

の諸点に留意すること。 の諸点に留意すること。

(１) 特例控除対象寄附金であるかどうかの判定は、所得割の納税義務者が法第３

１４条の７第１項第１号に掲げる寄附金を支出した時に当該寄附金を受領した都

道府県、市町村又は特別区が同条第２項の規定による指定をされているかどうか

により行うものであり、同項の規定による指定を受けていた都道府県、市町村又
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は特別区が同条第６項の規定により指定を取り消された日以後に当該都道府県、

市町村又は特別区に対して支出した寄附金については、特例控除対象寄附金とは

ならないものであること。

(２)及び(３) 略 (１)及び(２) 略

(４) 平成２６年度から平成５０年度までの各年度分の個人の市町村民税について (３) 平成２６年度から平成５０年度までの各年度分の個人の市町村民税について

の法第３１４条の７第１項及び第１１項並びに附則第５条の５第２項（これらの の法第３１４条の７第１項及び第２項 並びに附則第５条の５第２項（これらの

規定を法附則第５条の７第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。） 規定を法附則第５条の７第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）

の規定については、法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて適用するこ の規定については、法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて適用するこ

と。（法附則５の６②） と。（法附則５の６②）

(５) 特定寄附信託の委託者が、当該特定寄附信託契約に基づき寄附金税額控除の (４) 特定寄附信託の委託者が、当該特定寄附信託契約に基づき寄附金税額控除の

対象となる公益法人等に対して寄附した金額のうち、非課税となった利子所得に 対象となる公益法人等に対して寄附した金額のうち、非課税となった利子所得に

相当する金額に係る部分は、寄附金税額控除は適用しないこととすること。なお 相当する金額に係る部分は、寄附金税額控除は適用しないこととすること。なお

、非課税となった利子所得に相当する金額は、前年中の非課税となっている特定 、非課税となった利子所得に相当する金額は、前年中の非課税となっている特定

寄附信託に係る利子等の金額に、同年中に特定寄附信託の信託財産から支出した 寄附信託に係る利子等の金額に、同年中に特定寄附信託の信託財産から支出した

市町村民税の寄附金税額控除の対象となる寄附金の合計額の同年中に当該信託財 市町村民税の寄附金税額控除の対象となる寄附金の合計額の同年中に当該信託財

産から支出した所得税の寄附金控除の対象となる寄附金の合計額に対する割合を 産から支出した所得税の寄附金控除の対象となる寄附金の合計額に対する割合を

乗じて得た金額（当該金額に一円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が 乗じて得た金額（当該金額に一円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が

一円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額）とするこ 一円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額）とするこ

と。（法附則５の７②、令附則４の６②） と。（法附則５の７②、令附則４の５②）

２４の６ 法附則第７条及び第７条の２の規定の適用に当たっては、次の諸点に留意 ２４の６ 法附則第７条及び第７条の２の規定の適用に当たっては、次の諸点に留意

すること。 すること。

(１) 申告特例対象寄附者とは、特例控除対象寄附金 を支出する者のうち、次 (１) 申告特例対象寄附者とは、地方団体に対する寄附金を支出する者のうち、次

に掲げる事項に該当すると見込まれる者をいうこと。（法附則７⑧） に掲げる事項に該当すると見込まれる者をいうこと。（法附則７⑧）

ア 特例控除対象寄附金 を支出する年の年分の所得税について所得税法第１ ア 地方団体に対する寄附金を支出する年の年分の所得税について所得税法第１

２０条第１項の規定による申告書を提出する義務がない者又は同法第１２１条 ２０条第１項の規定による申告書を提出する義務がない者又は同法第１２１条

（第１項ただし書を除く。）の規定の適用を受ける者 （第１項ただし書を除く。）の規定の適用を受ける者
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イ 特例控除対象寄附金 を支出する年の翌年の４月１日の属する年度分の市 イ 地方団体に対する寄附金を支出する年の翌年の４月１日の属する年度分の市

町村民税の所得割について、当該寄附金に係る寄附金税額控除額の控除を受け 町村民税の所得割について、当該寄附金に係る寄附金税額控除額の控除を受け

る目的以外に、地方税法第３１７条の２第１項から第５項の規定による申告書 る目的以外に、地方税法第３１７条の２第１項から第５項の規定による申告書

の提出（当該申告書の提出がされたものとみなされる確定申告書の提出を含む の提出（当該申告書の提出がされたものとみなされる確定申告書の提出を含む

。）を要しない者 。）を要しない者

(２) 申告特例の求めは、特例控除対象寄附金 を支出する際行うことができる (２) 申告特例の求めは、地方団体に対する寄附金を支出する際行うことができる

ものであること。（法附則７⑧） ものであること。（法附則７⑧）

(３) 略 (３) 略

(４) 申告特例対象寄附者が同一年に同一の地方団体に対して複数回寄附金を支出 (４) 申告特例対象寄附者が同一年に同一の地方団体に対して複数回寄附金を支出

する場合、これらの寄附金に係る寄附金税額控除を受けるためには、寄附金を支 する場合、これらの寄附金に係る寄附金税額控除を受けるためには、寄附金を支

出する毎に申告特例の求めを行う必要がある。この場合の申告特例の求めを行う 出する毎に申告特例の求めを行う必要がある。この場合の申告特例の求めを行う

都道府県の知事又は市町村若しくは特別区の長（以下「都道府県知事等」という 地方団体の長

）の数は、同一年に同一の都道府県知事等に対して行われた申告特例の求めにつ の数は、同一年に同一の地方団体の長 に対して行われた申告特例の求めにつ

いては、一であること。（法附則７⑨） いては、一であること。（法附則７⑨）

(５) 略 (５) 略

(６) 申告特例の求めを受けた都道府県知事等は、申告特例対象年の翌年１月１０ (６) 申告特例の求めを受けた地方団体の長 は、申告特例対象年の翌年１月１０

日までは申告特例申請事項変更届出書が提出される可能性があるため、申告特例 日までは申告特例申請事項変更届出書が提出される可能性があるため、申告特例

通知書は申告特例対象年の翌年１月１１日以降１月３１日までに送付すること。 通知書は申告特例対象年の翌年１月１１日以降１月３１日までに送付すること。

また、同一年に同一の申告特例対象者から複数の申告特例の求めを受けた都道 また、同一年に同一の申告特例対象者から複数の申告特例の求めを受けた地方

府県知事等は、これらの申告特例の求めに係る特例控除対象寄附金 の額につ 団体の長 は、これらの申告特例の求めに係る地方団体に対する寄附金の額につ

いては、一の通知においてその合計額を通知するものとすること。（法附則７⑫ いては、一の通知においてその合計額を通知するものとすること。（法附則７⑫

） ）

(７) 申告特例通知書の様式は、総務省令に定められているので、この様式に従っ (７) 申告特例通知書の様式は、総務省令に定められているので、この様式に従っ

て市町村において作成されたものを 送付するものであること。（法附 て市町村において作成されたものを書面により送付するものであること。（法附

則７⑫） 則７⑫）

なお、これらの様式を総務省令で定めることとしたのは、できる限り申告特例 なお、これらの様式を総務省令で定めることとしたのは、できる限り申告特例
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通知書の送付を受ける市町村の負担を避けるため、全国的に統一した様式によろ 通知書の送付を受ける市町村の負担を避けるため、全国的に統一した様式によろ

うとするものであるから、市町村は必ず法定された様式によらなければならない うとするものであるから、市町村は必ず法定された様式によらなければならない

ものであること。 ものであること。

(８) 申告特例の求めを行った者が、申告特例対象年の翌年の４月１日の属する年 (８) 申告特例の求めを行った者が、申告特例対象年の翌年の４月１日の属する年

度分の市町村民税の所得割について申告書の提出（当該申告書の提出がされたも 度分の市町村民税の所得割について申告書の提出（当該申告書の提出がされたも

のとみなされる確定申告書の提出を含む。以下(８)から(12)までにおいて同じ。 のとみなされる確定申告書の提出を含む。以下(８)から(13)までにおいて同じ。

）をしたときは、当該申告書の記載内容及び提出時期にかかわらず、当該申告特 ）をしたときは、当該申告書の記載内容及び提出時期にかかわらず、当該申告特

例の求めを行った者が申告特例対象年に支出した特例控除対象寄附金 に係る 例の求めを行った者が申告特例対象年に支出した地方団体に対する寄附金に係る

申告特例の求め及び申告特例通知書の送付については全てなかったものとみなさ 申告特例の求め及び申告特例通知書の送付については全てなかったものとみなさ

れ、当該通知書の送付に基づく控除は適用されなくなるものであること。（法附 れ、当該通知書の送付に基づく控除は適用されなくなるものであること。（法附

則７⑬） 則７⑬）

(９) 申告特例の求めを行った者が申告特例対象年に支出した特例控除対象寄附金 (９) 申告特例の求めを行った者が申告特例対象年に支出した地方団体に対する寄

について、申告特例通知書を送付した都道府県知事等の数が５を超えた場合 附金について、申告特例通知書を送付した地方団体の長 の数が５を超えた場合

は、申告特例の求め及び申告特例通知書の送付は、５を超えた部分に限らず全て は、申告特例の求め及び申告特例通知書の送付は、５を超えた部分に限らず全て

なかったものとみなされ、当該通知書の送付に基づく控除は適用されなくなるも なかったものとみなされ、当該通知書の送付に基づく控除は適用されなくなるも

のであること。（法附則７⑬） のであること。（法附則７⑬）

(10)及び(11) 略 (10)及び(11) 略

(12) 平成２７年３月３１日までの間に地方団体に対する寄附金を支出した者が、

当該寄附金を含めて平成２７年中に支出した地方団体に対する寄附金に係る寄附

金控除の適用を受けようとする場合は、それらの寄附金全てについて寄附金控除

に関する事項を記載した申告書の提出が必要となるものであること。

(12) 法附則第７条に規定する事務の遂行に当たっては、これらの事務が申告書の (13) 法附則第７条に規定する事務の遂行に当たっては、これらの事務が申告書の

提出に代えて行われるものであることに鑑み、納税義務者の個人情報を厳格に管 提出に代えて行われるものであることに鑑み、納税義務者の個人情報を厳格に管

理すること。 理すること。

２４の７ ふるさと納税に関する事務の遂行に当たっては、次の諸点に留意すること ２４の７ ふるさと納税に関する事務の遂行に当たっての留意事項については、別途

。 「ふるさと納税に係る返礼品の送付等について」（平成２９年４月１日付総税市第
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２８号）及び「ふるさと納税に係る返礼品の送付等について」（平成３０年４月１

日付総税市第３７号）を参照されたいこと。

(１) ふるさと納税に関する寄附金の募集については、法第３７条の２第２項及び

第３１４条の７第２項に規定する基準に適合するよう行われるべきものであり、

その詳細な取扱いについては、別途「ふるさと納税に係る指定制度の運用につい

て」（平成３１年４月１日付総税市第 号）を参照されたいこと。

このほか、ふるさと納税に関する事務の遂行に当たっての留意事項については

、別途「ふるさと納税に係る返礼品の送付等について」（平成２９年４月１日付

総税市第２８号）及び「ふるさと納税に係る返礼品の送付等について」（平成３

０年４月１日付総税市第３７号）に示されている事項についても参照し、その趣

旨を踏まえた適切な対応を行うべきものであること。

(２) 各地方団体においては、自団体がふるさと納税の対象であるかどうか（法第

３７条の２第２項及び第３１４条の７第２項の規定による指定を受けているかど

うか）について、ふるさと納税を行おうとする所得割の納税義務者が、明確に把

握できるよう適切な措置を講ずること。

２８の２ 法附則第５条の４の２の規定に基づく住宅借入金等特別税額控除の適用に ２８の２ 法附則第５条の４の２の規定に基づく住宅借入金等特別税額控除の適用に

当たっては、次の諸点に留意すること。（法附則５の４の２⑤～⑧） 当たっては、次の諸点に留意すること。（法附則５の４の２⑥～⑩）

(１)～(２) 略 (１)～(２) 略

(３) 法附則第５条の４の２第５項第１号には、前年分の所得税に係る住宅借入金 (３) 法附則第５条の４の２第６項第１号には、前年分の所得税に係る住宅借入金

等特別税額控除額が規定されてるものであるが、この控除額は、租税特別措置法 等特別税額控除額が規定されているものであるが、この控除額は、租税特別措置

第４１条の３の２の規定（特定の増改築等に係る住宅借入金等特別税額控除に係 法第４１条の３の２の規定（特定の増改築等に係る住宅借入金等特別税額控除に

る控除額の特例の規定）については適用しないで計算するものであること。 係る控除額の特例の規定）については適用しないで計算するものであること。

(４) 法附則第５条の４の２第５項第２号には、前年分の所得税額が規定されてい (４) 法附則第５条の４の２第６項第２号には、前年分の所得税額が規定されてい

るものであるが、この金額は、住宅借入金等特別税額控除を行う前の段階の所得 るものであるが、この金額は、住宅借入金等特別税額控除を行う前の段階の所得

税額であること。 税額であること。

(５) 略 (５) 略
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第三節 申告制度 第三節 申告制度

３１の２ 給与所得者の扶養親族等申告書については、次の諸点に留意すること。（ ３１の２ 給与所得者の扶養親族申告書 については、次の諸点に留意すること。（

法３１７の３の２） 法３１７の３の２）

(１) 給与所得者の扶養親族等申告書は、この申告書により把握した１６歳未満の (１) 給与所得者の扶養親族申告書 は、この申告書により把握した１６歳未満の

扶養親族の数及び単身児童扶養者の該当の有無を、給与支払報告書の所定の欄に 扶養親族の数 を、給与支払報告書の所定の欄に

転記することに用いるものであること。 転記することに用いるものであること。

(２) 給与所得者の扶養親族等申告書は、所得税の給与所得者の扶養控除等申告書 (２) 給与所得者の扶養親族申告書 は、所得税の給与所得者の扶養控除等申告書

（所得税法第１９４条第１項の規定による申告書をいう。以下同じ。）と合わせ （所得税法第１９４条第１項の規定による申告書をいう。以下同じ。）と合わせ

て１枚用紙によるものとすること。当該用紙の作成等については別途「個人住民 て１枚用紙によるものとすること。当該用紙の作成等については別途「個人住民

税の給与所得者の扶養親族申告書等の作成等に関する取扱いについて」（平成２ 税の給与所得者の扶養親族申告書等の作成等に関する取扱いについて」（平成２

２年８月２３日付総税市第６１号）により取り扱うこと。 ２年８月２３日付総税市第６１号）により取り扱うこと。

(３) 規則第２条の３の３第１０項の規定による国外扶養親族証明書類の提出は、 (３) 規則第２条の３の３第１０項の規定による国外扶養親族証明書類の提出は、

給与所得者が給与支払者を経由せずに市町村長に提出するものであること。ただ 給与所得者が給与支払者を経由せずに市町村長に提出するものであること。ただ

し、所得税においては、給与所得者が給与支払者に、扶養控除等の申告に当たっ し、所得税においては、給与所得者が給与支払者に、扶養控除等の申告に当たっ

て給与所得者の扶養控除等申告書を提出する場合、１６歳以上の国外に居住する て給与所得者の扶養控除等申告書を提出する場合、１６歳以上の国外に居住する

扶養親族が申告者の親族に該当すること及び申告者と生計を一にしていることを 扶養親族が申告者の親族に該当すること及び申告者と生計を一にしていることを

証する書類の提出又は提示が義務付けられていることから、できる限り納税義務 証する書類の提出又は提示が義務付けられていることから、できる限り納税義務

者の負担を避ける観点から、１６歳未満の国外に居住する扶養親族に係る国外扶 者の負担を避ける観点から、１６歳未満の国外に居住する扶養親族に係る国外扶

養親族証明書類の提出が必要と見込まれる給与所得者が、給与支払者に個人住民 養親族証明書類の提出が必要と見込まれる給与所得者が、給与支払者に個人住民

税に係る扶養親族等申告書を提出する際に、所得税における書類の提出等と一連 税に係る扶養親族申告書 を提出する際に、所得税における書類の提出等と一連

の手続として給与支払者に提出する形で、給与支払者を経由して当該書類を提出 の手続として給与支払者に提出する形で、給与支払者を経由して当該書類を提出

することも妨げないこととしていること。 することも妨げないこととしていること。

(４) 給与所得者は、国外扶養親族証明書類を給与支払者を経由せずに市町村長に (４) 給与所得者は、国外扶養親族証明書類を給与支払者を経由せずに市町村長に

提出する場合においても、給与所得者の扶養親族等申告書に記載すべき全ての扶 提出する場合においても、給与所得者の扶養親族申告書 に記載すべき全ての扶

養親族について、当該申告書に記載すること。 養親族について、当該申告書に記載すること。

(５) 略 (５) 略
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(６) 給与所得者の扶養親族等申告書に記載すべき扶養親族に該当するかどうかは (６) 給与所得者の扶養親族申告書 に記載すべき扶養親族に該当するかどうかは

、当該申告書を提出する日の現況により判定すること。この場合において、次に 、当該申告書を提出する日の現況により判定すること。この場合において、次に

掲げる事項については、それぞれ次によること。 掲げる事項については、それぞれ次によること。

ア～イ 略 ア～イ 略

(７) 給与支払者に提出された給与所得者の扶養親族等申告書及び国外扶養親族証 (７) 給与支払者に提出された給与所得者の扶養親族申告書 及び国外扶養親族証

明書類は、その給与支払者が保存するものとし、必要がある場合には市町村長に 明書類は、その給与支払者が保存するものとし、必要がある場合には市町村長に

提出させるものであること。 提出させるものであること。

(８) 給与所得者の扶養親族等申告書の提出後、その記載内容に異動があったとき (８) 給与所得者の扶養親族申告書 の提出後、その記載内容に異動があったとき

は、その給与所得者の扶養親族申告書について異動があった項目を異動後の内容 は、その給与所得者の扶養親族申告書について異動があった項目を異動後の内容

に補正するか、別に異動申告書を提出するものであること。 に補正するか、別に異動申告書を提出するものであること。

(９) 給与所得者の扶養親族等申告書を提出した者が年の中途においてその提出を (９) 給与所得者の扶養親族申告書 を提出した者が年の中途においてその提出を

経由した給与支払者のもとを退職した場合には、当該申告書はその退職により効 経由した給与支払者のもとを退職した場合には、当該申告書はその退職により効

力を失うものであること。 力を失うものであること。

(10) その他給与所得者の扶養親族等申告書の取扱いについては、所得税の給与所 (10) その他給与所得者の扶養親族申告書 の取扱いについては、所得税の給与所

得者の扶養控除等申告書の取扱いに準ずるものとすること。 得者の扶養控除等申告書の取扱いに準ずるものとすること。

３１の３ 公的年金等受給者の扶養親族等申告書については、次の諸点に留意するこ ３１の３ 公的年金等受給者の扶養親族申告書については、次の諸点に留意すること

と。（法３１７の３の３） 。（法３１７の３の３）

(１) 公的年金等受給者の扶養親族等申告書は、この申告書により把握した１６歳 (１) 公的年金等受給者の扶養親族申告書 は、この申告書により把握した１６歳

未満の扶養親族の数及び単身児童扶養者の該当の有無を、公的年金等支払報告書 未満の扶養親族の数 を、公的年金等支払報告書

の所定の欄に転記することに用いるものであること。 の所定の欄に転記することに用いるものであること。

(２) 公的年金等受給者の扶養親族等申告書は、所得税の公的年金等の受給者の扶 (２) 公的年金等受給者の扶養親族申告書 は、所得税の公的年金等の受給者の扶

養親族等申告書（所得税法第２０３条の５第１項の規定による申告書をいう。以 養親族等申告書（所得税法第２０３条の５第１項の規定による申告書をいう。以

下同じ。）と合わせて１枚用紙によるものとすること。当該用紙の作成等につい 下同じ。）と合わせて１枚用紙によるものとすること。当該用紙の作成等につい

ては別途「個人住民税の給与所得者の扶養親族申告書等の作成等に関する取扱い ては別途「個人住民税の給与所得者の扶養親族申告書等の作成等に関する取扱い

について」（平成２２年８月２３日付総税市第６１号）により取り扱うこと。 について」（平成２２年８月２３日付総税市第６１号）により取り扱うこと。

(３) 規則第２条の３の６第９項の規定による国外扶養親族証明書類の提出は、公 (３) 規則第２条の３の６第９項の規定による国外扶養親族証明書類の提出は、公
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的年金等受給者が公的年金等支払者を経由せずに市町村長に提出するものである 的年金等受給者が公的年金等支払者を経由せずに市町村長に提出するものである

こと。ただし、所得税においては、公的年金等受給者が公的年金等支払者に、扶 こと。ただし、所得税においては、公的年金等受給者が公的年金等支払者に、扶

養控除等の申告に当たって公的年金等受給者の扶養控除等申告書を提出する場合 養控除等の申告に当たって公的年金等受給者の扶養控除等申告書を提出する場合

、１６歳以上の国外に居住する扶養親族が申告者の親族に該当することを証する 、１６歳以上の国外に居住する扶養親族が申告者の親族に該当することを証する

書類の提出又は提示が義務付けられていることから、できる限り納税義務者の負 書類の提出又は提示が義務付けられていることから、できる限り納税義務者の負

担を避ける観点から、１６歳未満の国外に居住する扶養親族に係る国外扶養親族 担を避ける観点から、１６歳未満の国外に居住する扶養親族に係る国外扶養親族

証明書類の提出が必要と見込まれる公的年金等受給者が、公的年金等支払者に個 証明書類の提出が必要と見込まれる公的年金等受給者が、公的年金等支払者に個

人住民税に係る扶養親族等申告書を提出する際に、所得税における書類の提出等 人住民税に係る扶養親族申告書 を提出する際に、所得税における書類の提出等

と一連の手続として公的年金等支払者に提出する形で、公的年金等支払者を経由 と一連の手続として公的年金等支払者に提出する形で、公的年金等支払者を経由

して当該書類を提出することも妨げないこととしていること。 して当該書類を提出することも妨げないこととしていること。

(４) 公的年金等受給者は、国外扶養親族証明書類を公的年金等支払者を経由せず (４) 公的年金等受給者は、国外扶養親族証明書類を公的年金等支払者を経由せず

に市町村長に提出する場合においても、公的年金等受給者の扶養親族等申告書に に市町村長に提出する場合においても、公的年金等受給者の扶養親族申告書 に

記載すべき全ての扶養親族について、当該申告書に記載すること。 記載すべき全ての扶養親族について、当該申告書に記載すること。

(５) 略 (５) 略

(６) 公的年金等受給者の扶養親族等申告書に記載すべき扶養親族に該当するかど (６) 公的年金等受給者の扶養親族申告書 に記載すべき扶養親族に該当するかど

うかは、当該申告書を提出する日の現況により判定すること。この場合において うかは、当該申告書を提出する日の現況により判定すること。この場合において

、次に掲げる事項については、それぞれ次によること。 、次に掲げる事項については、それぞれ次によること。

ア～イ 略 ア～イ 略

(７) 公的年金等支払者に提出された公的年金等受給者の扶養親族等申告書及び国 (７) 公的年金等支払者に提出された公的年金等受給者の扶養親族申告書 及び国

外扶養親族証明書類（規則第２条の２第６項第２号に掲げるものを除く。）は、 外扶養親族証明書類（規則第２条の２第６項第２号に掲げるものを除く。）は、

その公的年金等支払者が保存するものとし、必要がある場合には市町村長に提出 その公的年金等支払者が保存するものとし、必要がある場合には市町村長に提出

させるものであること。 させるものであること。

(８) その他公的年金等受給者の扶養親族等申告書の取扱いについては、所得税の (８) その他公的年金等受給者の扶養親族申告書 の取扱いについては、所得税の

公的年金等の受給者の扶養親族等申告書の取扱いに準ずるものとすること。 公的年金等の受給者の扶養親族等申告書の取扱いに準ずるものとすること。

第４節 賦課徴収 第４節 賦課徴収

第８ 法人の市町村民税の申告納付 第８ 法人の市町村民税の申告納付
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４５ 法人税割の課税標準である法人税額とは、内国法人にあっては次に掲げる事項 ４５ 法人税割の課税標準である法人税額とは、内国法人にあっては次に掲げる事項

の適用前の法人税額（法人税法第８１条の１９第１項（同法第８１条の２０第１項 の適用前の法人税額（法人税法第８１条の１９第１項（同法第８１条の２０第１項

の規定が適用される場合を含む。）及び第８１条の２２第１項の規定による申告書 の規定が適用される場合を含む。）及び第８１条の２２第１項の規定による申告書

に係る法人税額を除く。）を、外国法人にあっては恒久的施設帰属所得及び恒久的 に係る法人税額を除く。）を、外国法人にあっては恒久的施設帰属所得及び恒久的

施設非帰属所得の区分ごとの次に掲げる事項（(14)及び(15)を除く。）の適用前の 施設非帰属所得の区分ごとの次に掲げる事項（(14)及び(15)を除く。）の適用前の

法人税額をいうものであり、したがって法人が現実に納付すべき法人税額と異なる 法人税額をいうものであり、したがって法人が現実に納付すべき法人税額と異なる

場合のあることに留意すること。（法２９２①Ⅳ） 場合のあることに留意すること。（法２９２①Ⅳ）

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 試験研究費の総額に係る法人税額の特別控除、特別試験研究費に係る法人税 (５) 試験研究費の総額に係る法人税額の特別控除、特別試験研究費に係る法人税

額の特別控除及び売上高に占める割合が１０％を超える試験研究費に係る法人税 額の特別控除及び売上高に占める割合が１０％を超える試験研究費に係る法人税

額の特別控除（中小企業者等（租税特別措置法第４２条の４第４項に規定する中 額の特別控除（中小企業者等（租税特別措置法第４２条の４第３項に規定する中

小企業者等をいう。以下４５及び４５の２において同じ。）の試験研究費に係る 小企業者等をいう。以下４５及び４５の２において同じ。）の試験研究費に係る

ものを除く。）（措置法４２の４、法附則８①・②） ものを除く。）（措置法４２の４、法附則８①・②）

(６)～（15） 略 (６)～（15） 略

第４章 軽自動車税 第４章 軽自動車税

第１節 通則 第１節 通則

３ 令第５２条の１８第１号に規定する「軽自動車に取り付けられる軽自動車の附属 ３ 令第５２条の１８第１号に規定する「軽自動車に取り付けられる軽自動車の附属

物」には、軽自動車の付属用品のうち通常軽自動車の取付用品といわれているもの 物」には、軽自動車の付属用品のうち通常軽自動車の取付用品といわれているもの

がこれに該当するものであること。また、同条第２号に規定する「特殊の用途にの がこれに該当するものであること。また、同条第２号に規定する「特殊の用途にの

み用いられる軽自動車」とは、いわゆる特種用途軽自動車（検査対象軽自動車の車 み用いられる軽自動車」とは、いわゆる特種用途軽自動車（検査対象軽自動車の車

両番号の分類番号が８０から８９まで、８００から８９９まで、８０Ａから８９Ｚ 両番号の分類番号が８０から８９まで及び８００から８９９まで

まで、８Ａ０から８Ｚ９まで及び８ＡＡから８ＺＺまでの軽自動車）をいい、当該 の軽自動車）をいい、当該

軽自動車に装備されている特別な機械又は装置については、人又は物を運送するた 軽自動車に装備されている特別な機械又は装置については、人又は物を運送するた

めに用いられる物のみが軽自動車に含まれるものであること。（法４４２、令５２ めに用いられる物のみが軽自動車に含まれるものであること。（法４４２、令５２

の１８） の１８）

第３節 種別割 第３節 種別割
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第２ 徴収等 第２ 徴収等

２５～２８ 略 ２５～２８ 略

第３ 税率の特例

２９～３２ 略 ２９～３２ 略

第４節 軽自動車税の特例

３３ 平成３１年４月１日に初めて車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動車に係 ３３ 平成２９年４月１日に初めて車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動車に係

る法附則第３０条第２項から第４項までの特例措置（軽自動車税の種別割のグリー る法附則第３０条第６項から第８項までの特例措置（軽自動車税のグリーン化特例

ン化特例（軽課））については平成３２年度分の軽自動車税の種別割に、平成３２ （軽課））については平成３０年度分の軽自動車税に、平成３０年４月１日に初め

年４月１日に初めて車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動車に係る軽自動車税 て車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動車に係る軽自動車税のグリーン化特例

の種別割のグリーン化特例（軽課）については平成３３年度分の軽自動車税の種別 （軽課）については平成３１年度分の軽自動車税に適用されることに留意すること

割に適用されることに留意すること。（法附則３０②～④） 。（法附則３０⑥～⑧）

第９章 目的税 第９章 目的税

２ 入湯税に関する事項 ２ 入湯税に関する事項

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活 (４) 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活

動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する費 動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する費

用に充てるものであることを明らかにする必要があるので、特別会計を設置しな 用に充てるものであることを明らかにする必要があるので、特別会計を設置しな

いで、一般会計に繰り入れる場合においては、入湯税をこれらの事業に要する費 いで、一般会計に繰り入れる場合においては、入湯税をこれらの事業に要する費

用に充てるものであることが明らかになるような予算書、決算書の事項別明細書 用に充てるものであることが明らかになるような予算書、決算書の事項別明細書

あるいは説明資料等において明示することにより議会に対しその使途を明らかに あるいは説明資料等において明示することにより議会に対しその使途を明らかに

するとともに、 住民及び入湯客に対しても周知することが適当であること すること等を通じて、住民及び入湯客に対しても周知することが適当であること

。 。


